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2025年このままいくと何万人足りなくなるのか
労働市場の未来推計

583万人
の人手不足
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2025年、
583万人の人 手が不足する

2015年における日本の総人口は、1億2,711万

人。労働可能な年齢である15歳以上の人口は1

億1,077万人で、うち就業者は6,376万人である。

2015年平均の有効求人数は約237万人、有効求人

倍率は1.2倍となっている。不足する労働力583万

人が、採用が決まっていない有効求人数として表

れると考えると、2025年には今よりも2倍以上の

不足感が生じることになる。

就業者数5,901万人の、

約1割に当たる
583万人が不足
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2025年、
583万人の人 手が不足する

※出所：
総務省「労働力調査」詳細集計『年平均（全国・地域別結果）平成27年（2015年）』
厚生労働省「一般職業紹介状況(職業安定業務統計)」平成27年（実数・年平均）

今
、
人
手
不
足
が
大
き
な
課
題
と

な
っ
て
い
る
。

そ
の
背
景
の
一
つ
に
は
、
労
働
力
人

口
の
減
少
が
あ
る
。
そ
も
そ
も
生
産
活

動
の
中
核
を
担
う
15
～
64
歳
の
生
産
年

齢
人
口
は
1
9
9
7
年
以
降
減
少
し
て

お
り
、
う
ち
労
働
力
人
口
も
1
9
9
8

年
の
6
7
9
3
万
人
を
ピ
ー
ク
に
減
少

傾
向
に
あ
る
。
こ
う
し
た
労
働
力
不

足
の
問
題
は
、
近
年
の
景
気
回
復
に

伴
っ
て
一
気
に
顕
在
化
し
た
と
い
わ
れ

る
。
国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究

所
が
発
表
し
た
「
日
本
の
将
来
推
計
人

口
（
2
0
1
2
年
1
月
推
計
／
出
生
中

位
・
死
亡
中
位
）」
に
よ
る
と
、
約
10
年

後
の
2
0
2
5
年
に
は
2
0
1
6
年
現

在
よ
り
さ
ら
に
約
6
0
0
万
人
の
生
産

年
齢
人
口
の
減
少
が
見
込
ま
れ
て
い
る
。

こ
う
し
た
状
況
下
で
我
が
国
が
こ
の
ま

ま
経
済
成
長
を
続
け
て
い
こ
う
と
し
た

場
合
、
将
来
的
に
ど
れ
く
ら
い
労
働
力

は
不
足
す
る
の
だ
ろ
う
か
。
ま
た
今
後
、

ど
れ
く
ら
い
人
手
不
足
を
解
消
で
き
る

余
地
や
可
能
性
が
あ
る
の
だ
ろ
う
か
。

そ
こ
で
、
わ
れ
わ
れ
は
ま
ず
、
こ

う
し
た
人
口
動
態
か
ら
見
込
ま
れ
る
将

来
の
就
業
者
数
と
、
内
閣
府
が
「
中
長

期
の
経
済
財
政
に
関
す
る
試
算
」
で
提

示
し
て
い
る
マ
ク
ロ
経
済
に
関
す
る
シ

ナ
リ
オ
の
う
ち
、
経
済
が
足
元
の
潜
在

成
長
率
並
み
で
将
来
に
わ
た
り
推
移
す

る
場
合
（
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
ケ
ー
ス
：
本

推
計
で
は
1
9
9
5
年
～
2
0
1
4

年
の
平
均
の
実
質
G
D
P
成
長
率
０
・

8
%
を
使
用
）
の
経
済
成
長
率
を
維
持

す
る
た
め
に
必
要
な
就
業
者
数
を
推
計

し
、
そ
の
ギ
ャ
ッ
プ
を
見
た
。
そ
こ
か

ら
見
え
て
き
た
の
は
、
2
0
2
5
年
に

5
8
3
万
人
の
人
手
が
不
足
す
る
と
い

う
未
来
で
あ
る
。
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-482万人

246万人

-188万人

-57万人
-49万人

-39万人
-31万人

-2万人

19万人

製造業建設業運輸業卸売・小売業 政府サービス等電気・ガス・
水道業

金融・保険・
不動産業

農林水産業
鉱業

情報通信・
サービス業
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人手不足の状況を産業別に見ると、最も人手不足が懸念される産業は情報通信・サービ

ス業で、482万人の不足が見込まれる。通信・放送業のほか、飲食店などの対個人サービ

ス業や医療等の公共サービス業などがこれに当たる。次いで、労働力の需給ギャップが大

きいのが卸売・小売業で、188万人の不足。一方、製造業や政府サービス等では余剰があ

る状態だ。情報通信・サービス業や卸売・小売業では、現在でも既に人手不足が深刻な課

題となっており、今後、製造業から非製造業へと産業構造のさらなる変化が予想される中、

産業間の労働移動の加速も求められる。

情報通信・サービス業、卸売・小売業が特に不足

産業別に見た人手不足
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：余剰
：10万人以下不足
：10万人超不足

首都圏
（東京、神奈川、埼玉、千葉）

中部
（岐阜、静岡、愛知、三重）

1,828万人供給

供給
725万人

供給
933万人

25万人
余剰

余剰 1万人

不足 231万人

378万人
不足

需要 1,804万人

需要 955万人

関西
（京都、大阪、兵庫、奈良、滋賀、和歌山）

需要 932万人

2,413万人供給

その他の地域 需要 2,791万人

地域別に見ると、2025年、東京都では138万人の不足が見込まれている。ただし、神奈

川県77万人、千葉県41万人、埼玉県44万人の余剰が予想され、これら隣接県からの供給が

見込まれるため、首都圏全体では約25万人の余剰という推計結果となっている。また、関

西地方でも1万人が余剰する推計結果となった。推計は過去のトレンドをベースにしてい

るため、これらの結果は東西の都市圏で経済成長の速度より人の流入が進んできたことを

意味する。一方、中部地方では231万人の不足、その他の地方では378万人の不足と、こ

のままのトレンドが続くと地方の人手不足はさらに深刻な状況となりそうだ。

首都圏・関西は余剰だが、その他は大幅不足

地域別に見た人手不足
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で
は
、
こ
の
人
手
不
足
を
解
消
す
る
た
め
の
選
択
肢
に

は
、
ど
の
よ
う
な
も
の
が
考
え
ら
れ
る
だ
ろ
う
か
。
わ
れ

わ
れ
は
次
の
4
つ
の
ケ
ー
ス
を
検
討
し
た
。

ま
ず
1
は
、
企
業
が
必
要
と
す
る
労
働
力
の
そ
も
そ
も

の
数
を
減
ら
す
場
合
の
検
討
で
あ
る
。

そ
れ
は
、
機
械
化
や
自
動
化
、
人
材
配
置
の
最
適
化

や
働
き
方
の
抜
本
的
改
革
な
ど
に
よ
る
生
産
性
の
向
上
だ
。

よ
り
少
な
い
労
働
力
で
よ
り
高
い
付
加
価
値
の
あ
る
ア
ウ

ト
プ
ッ
ト
を
生
む
仕
組
み
へ
と
変
化
さ
せ
る
こ
と
で
、
必

要
な
労
働
力
の
総
数
を
減
ら
す
の
で
あ
る
。

次
に
、
2
～
4
は
働
く
人
の
人
数
を
増
や
す
場
合
の
検

討
で
あ
る
。

日
本
に
は
働
け
る
の
に
働
い
て
い
な
い
人
、
働
き
た
く

て
も
働
け
て
い
な
い
人
が
ま
だ
ま
だ
多
く
存
在
す
る
。
そ

の
人
た
ち
が
働
け
る
よ
う
に
環
境
や
条
件
を
整
え
る
と
い

う
こ
と
で
あ
る
。
例
え
ば
、
10
ペ
ー
ジ
で
詳
し
く
見
る
通

り
、
日
本
の
女
性
の
労
働
力
率
（
15
歳
以
上
の
人
口
に
対

す
る
労
働
力
人
口
の
割
合
）
は
、
30
～
40
代
に
減
少
し
て

い
る
。
子
育
て
と
仕
事
の
両
立
が
難
し
い
た
め
に
、
仕
事

を
辞
め
て
し
ま
っ
て
い
る
女
性
が
多
い
こ
と
が
う
か
が
え

る
。
シ
ニ
ア
の
労
働
参
加
は
ど
う
だ
ろ
う
か
。
60
歳
定
年

が
常
識
だ
っ
た
時
代
か
ら
、
最
近
で
は
定
年
延
長
や
再
雇

用
な
ど
に
よ
っ
て
、
60
歳
以
降
も
生
き
生
き
と
働
き
続
け

る
シ
ニ
ア
の
方
が
増
え
て
き
た
。
そ
れ
で
も
、
12
ペ
ー
ジ

で
取
り
上
げ
る
よ
う
に
、
体
力
面
と
勤
務
条
件
や
職
場
環

境
な
ど
が
折
り
合
わ
ず
、
働
く
意
欲
が
あ
っ
て
も
実
際
に

は
働
け
て
い
な
い
人
が
多
い
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。
さ

ら
に
国
外
の
労
働
力
に
目
を
向
け
れ
ば
、
外
国
人
労
働
者

の
受
け
入
れ
を
増
や
し
て
い
く
こ
と
も
、
働
く
人
を
増
や

す
た
め
の
有
効
な
選
択
肢
の
一
つ
と
考
え
ら
れ
る
。

で
は
、
こ
れ
ら
4
つ
の
ケ
ー
ス
に
お
い
て
、
わ
れ
わ
れ

は
ど
の
程
度
の
目
標
値
を
目
指
せ
ば
、
5
8
3
万
人
の
人

手
不
足
課
題
を
乗
り
越
え
ら
れ
る
余
地
や
可
能
性
が
あ
る

の
だ
ろ
う
か
。
次
ペ
ー
ジ
か
ら
は
、
先
進
諸
国
な
ど
の
状

況
を
ベ
ン
チ
マ
ー
ク
と
し
た
各
ケ
ー
ス
に
お
け
る
取
り
組

み
目
標
と
、
そ
れ
に
よ
っ
て
見
込
め
る
人
手
不
足
解
消
の

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
結
果
を
ご
紹
介
す
る
。

ま
た
4
つ
の
ケ
ー
ス
が
同
時
に
進
行
し
、
計
算
上
で
は

人
手
不
足
の
解
消
が
見
込
め
る
と
し
て
も
、
実
際
に
実
行

し
て
い
く
と
な
れ
ば
様
々
な
困
難
が
予
想
さ
れ
る
。
そ
こ

で
各
ケ
ー
ス
に
お
い
て
企
業
が
取
り
組
む
べ
き
こ
と
や
意

識
す
べ
き
点
に
つ
い
て
、
既
に
取
り
組
み
を
始
め
て
い
る

先
進
企
業
や
識
者
の
方
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
も
掲
載
さ
せ
て

い
た
だ
い
た
。
併
せ
て
お
読
み
い
た
だ
き
た
い
。

1．生産性を向上させる

2．働く女性を増やす

3．働くシニアを増やす

4．日本で働く外国人を増やす

人
手
不
足
に
ど
う
向
き
合
え
ば
よ
い
か
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人手不足の解消に向けた4つの選択肢

30〜64歳の女性が2014年時点のスウェーデン並みに働けるようになれば

60代後半になっても、60代前半と同じくらい生き生き働けるようになれば

日本の労働力人口に占める外国人の割合が2015年時点の2倍まで伸びれば

1．生産性を向上させる

2．働く女性を増やす

3．働くシニアを増やす

4．外国人を増やす

INDEX

良い商品をつくり価格に反映させ 
再投資と賃金を上げる循環をつくれ
株式会社日本総合研究所　調査部長　チーフエコノミスト
山田 久氏

定年制度を即刻廃止し「年齢フリー社会」をつくろう
ライフネット生命保険株式会社　代表取締役会長
出口 治明氏

勤務国や国籍に関係なく
グローバル経営ができる人をリーダーに
武田薬品工業株式会社　グローバルＨＲ タレントアクイジション（日本）ヘッド
濟木 俊行氏
武田薬品工業株式会社　グローバルＨＲ タレントディベロップメント＆オーガニゼーションケイパビリティ（日本）ヘッド
山下 茂樹氏

制度の整備と考え方の変革を進め 
10年で女性管理職数が4倍に
アクセンチュア株式会社 執行役員 
金融サービス本部 アジア・パシフィック証券グループ統括兼　インクルージョン＆ダイバーシティ統括
堀江 章子氏

DATA 今回の推計方法

114万人減少

350万人が労働参加

167万人が労働参加

34 万人が労働参加

P,11

P,13

P,15

P,17

P,10

P,12

P,14

P,9

P,8

日本で働く

労働生産性の伸び率を3割アップできたら必要となる人材が
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本
は
主
要
先
進
国
と

比
べ
、
労
働
生
産
性
が

低
い
と
い
わ
れ
る
。
こ

こ
で
言
う
労
働
生
産
性
と
は
実
質

G
D
P
を
「
就
業
人
口
×
一
人
当

た
り
の
平
均
年
間
労
働
時
間
」
で

割
っ
た
も
の
だ
が
、
日
本
は
ア
メ

リ
カ
や
イ
ギ
リ
ス
と
い
っ
た
主
要

国
の
中
で
、
過
去
45
年
間
常
に
最

下
位
だ
。
一
人
あ
た
り
の
平
均
年

間
労
働
時
間
は
、
1
9
9
0
年
の

2
0
3
1
時
間
か
ら
、
2
0
1
3

年
に
は
1
7
3
5
時
間
ま
で
減

少
＊
１
。
一
見
、
良
い
傾
向
に
見
え

る
が
、
こ
れ
は
労
働
時
間
の
短

い
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
の
比
率

が
上
昇
し
た
こ
と
に
よ
る
影
響

で
、
フ
ル
タ
イ
ム
で
働
く
正
社
員

が
含
ま
れ
る
一
般
労
働
者
の
労
働

時
間
は
ほ
ぼ
変
わ
っ
て
お
ら
ず
、

改
善
の
余
地
は
大
き
い
。
し
か
し
、

日
本
生
産
性
本
部
が
発
表
し
た

２
０
１
０
〜
２
０
１
３
年
の
実
質

労
働
生
産
性
上
昇
率
（
年
率
平
均
）

で
は
、
イ
ギ
リ
ス
が
０
・
４
%
、
フ

ラ
ン
ス
が
０
・
６
%
で
あ
る
の
に
対

し
て
、
日
本
は
０
・
９
％
と
決
し

て
低
い
水
準
で
は
な
く
、
改
善
傾

向
に
あ
る
と
い
え
る
＊
２
。

産
業
別
に
過
去
20
年
の
労
働

生
産
性
の
平
均
成
長
率
を
比
較

す
る
と
、
情
報
通
信
業
が
３
・
０

%
、
製
造
業
が
３
・
４
％
と
高
い

水
準
を
記
録
し
て
い
る
。
情
報

通
信
業
は
、
進
化
が
著
し
い
テ
ク

ノ
ロ
ジ
ー
の
恩
恵
を
受
け
や
す
く
、

今
後
も
成
長
が
見
込
め
る
。
製
造

業
は
、
2
0
0
8
年
の
リ
ー
マ
ン

シ
ョ
ッ
ク
、
2
0
1
1
年
の
東
日

本
大
震
災
で
マ
イ
ナ
ス
成
長
を
記

録
し
た
が
、
そ
れ
を
除
け
ば
安
定

的
に
高
い
伸
び
率
を
維
持
。
生
産
・

製
造
部
門
の
効
率
化
と
、
製
造
業

の
「
サ
ー
ビ
ス
化
」
が
プ
ラ
ス
の

要
因
だ
。
モ
ノ
を
作
っ
て
提
供
し

て
終
わ
り
で
は
な
く
、
ア
フ
タ
ー

サ
ー
ビ
ス
な
ど
の
体
験
を
提
供
す

る
こ
と
で
高
い
生
産
性
を
維
持
し

て
い
る
。

実
質
G
D
P
の
約
70
％
を
占
め

る
サ
ー
ビ
ス
産
業
の
生
産
性
向
上

も
、
大
き
な
課
題
と
い
え
る
。
各

企
業
に
大
き
な
変
化
や
努
力
が
求

め
ら
れ
る
が
、
短
時
間
で
効
率
良

く
成
果
を
上
げ
る
課
題
改
善
に
向

け
た
取
り
組
み
に
期
待
し
た
い
。

※グラフ出所：内閣府「国民経済計算」
※本文参考：＊1  独立行政法人 労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較2015」　＊2  公益財団法人日本生産性本部「日本の生産性の動向2015年版」

日

1

人手不足を解消するために必要な人手を減らす、という考え方がある。改善すべきは、各企業での生産性の向上だ。働き

方の抜本的改革や、近年めざましく進展するAIやIoTの活用、人材配置の最適化などが生産性の向上に一役買うだろう。日

本の労働時間1時間当たりの実質GDPは、この1995～2014年の約20年間に年率平均0.9％伸びている。これを約3割増の

年率1.2％に伸ばすことができれば、2025年に必要な人手は114万人分減少することが期待できる。

産業 生産性伸び率 
（1995～2014年平均）

１. 農林水産業・鉱業
農林水産業 -0.6%
鉱業 1.9%

２. 製造業 3.4%
３. 建設業 -0.5%
４. 電気・ガス・水道業 0.7%
５. 卸売・小売業 0%

６. 金融・保険・不動産業
金融・保険業 0%
不動産業 0.5%

７. 運輸業 -0.2%

８. 情報通信・サービス業
情報通信業 3.0%
サービス業 0%

９. 政府サービス等

電気・ガス・水道業 2.8%
サービス業 1.1%
公務 1.6%
対家計民間非営利サービス生産者 1.3%

　　　合　　　計 0.9%

生産性伸び率3割アップ
（2015 ～2025年平均）＊

-0.6%
2.4%
4.4%

-0.5%
-1.2%

0%
0.1%
0.7%

-0.2%
3.9%

0%
3.6%
1.4%
2.0%
1.6%

1.2%

生産性を向上させる

人手不足の解消に向けた4つの選択肢

生
産
性
の
伸
び

＊伸び率がマイナスの産業については、数値を据え置き
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生
産
性
の
向
上
に
は
何
が
必
要
か
。
そ
れ
を

考
え
る
に
は
ま
ず
、
生
産
性
に
は
実
質
労

働
生
産
性
と
付
加
価
値
生
産
性
の
２
種
類

が
あ
る
こ
と
を
知
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

実
質
労
働
生
産
性
は
物
量
ベ
ー
ス
で
計
る
も
の
で
、
例

え
ば
一
人
の
労
働
者
が
一
定
時
間
内
に
何
台
の
車
を
つ

く
る
か
と
い
う
概
念
で
す
。
一
般
に
生
産
性
と
い
う
と
き

は
こ
ち
ら
を
指
す
こ
と
が
多
い
で
す
。
一
方
、
付
加
価
値

生
産
性
は
労
働
者
が
一
定
時
間
働
い
た
と
き
、
金
額
に

し
て
名
目
ベ
ー
ス
で
い
く
ら
の
付
加
価
値
を
生
む
の
か
と

い
う
概
念
で
、
こ
ち
ら
に
目
を
向
け
る
こ
と
も
重
要
で
す
。

こ
の
付
加
価
値
と
は
、
企
業
の
利
益
と
給
与
の
原
資
に

な
り
ま
す
。

イ
ン
フ
レ
時
は
両
者
の
方
向
性
は
一
致
し
ま
す
が
、
デ

フ
レ
下
で
は
物
価
が
下
が
る
た
め
、
実
質
労
働
生
産
性

が
向
上
し
て
も
付
加
価
値
生
産
性
は
簡
単
に
は
向
上
し

ま
せ
ん
。
生
産
性
を
上
げ
る
に
は
通
例
、
機
械
化
の
促

進
が
行
わ
れ
ま
す
が
、
デ
フ
レ
下
で
は
機
械
化
に
投
資
し

て
実
質
労
働
生
産
性
を
向
上
し
て
も
価
格
が
下
が
る
た

め
付
加
価
値
生
産
性
が
上
が
ら
な
い
。
つ
ま
り
企
業
は

売
れ
て
も
儲
か
ら
な
い
の
で
、
い
ず
れ
は
実
質
労
働
生
産

性
を
上
げ
る
た
め
の
投
資
も
行
わ
れ
な
く
な
る
で
し
ょ
う
。

日
本
の
生
産
性
が
低
迷
し
て
い
る
根
本
に
は
、
こ
の
付

加
価
値
生
産
性
の
低
迷
が
あ
る
と
私
は
考
え
て
い
ま
す
。

付
加
価
値
生
産
性
を
持
続
的
に
向
上
す
る
に
は
、
企
業

は
し
っ
か
り
し
た
商
品
や
サ
ー
ビ
ス
を
つ
く
り
、
安
売
り

に
走
ら
ず
良
さ
を
価
格
に
反
映
さ
せ
て
利
益
を
確
保
し
、

再
投
資
を
行
い
、
賃
金
を
上
げ
従
業
員
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ

ン
を
高
め
る
循
環
を
つ
く
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
す
な

わ
ち
良
い
商
品
を
つ
く
り
、
価
格
を
価
値
に
応
じ
て
上
げ

る
仕
組
み
を
考
え
る
こ
と
が
生
産
性
向
上
の
入
り
口
で

す
。
現
在
の
消
費
者
は
価
格
志
向
が
強
い
の
で
、
価
格

に
見
合
っ
た
価
値
を
説
得
で
き
る
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
力
が

重
要
に
な
り
ま
す
。

別
の
観
点
か
ら
こ
の
問
題
を
考
え
て
み
ま
し
ょ
う
。
日

本
に
生
産
性
が
低
い
事
業
が
た
く
さ
ん
あ
る
の
は
な
ぜ
か
。

そ
れ
は
企
業
が
賃
金
を
低
く
抑
え
て
い
る
か
ら
で
す
。

顧
客
の
ニ
ー
ズ
に
合
わ
な
く
な
っ
た
収
益
性
の
低
い
事

業
で
も
、
賃
金
を
下
げ
る
こ
と
で
、
そ
の
事
業
は
整
理
さ

れ
ず
に
維
持
さ
れ
て
し
ま
う
た
め
、
結
果
と
し
て
生
産

性
の
低
い
事
業
に
依
然
と
し
て
多
く
の
人
が
従
事
し
て
い

ま
す
。
こ
う
し
た
事
業
を
整
理
し
、
収
益
性
の
高
い
事

業
に
人
を
移
し
て
い
く
仕
組
み
が
必
要
で
す
。

収
益
性
が
高
く
、
賃
金
に
波
及
さ
せ
る
こ
と
が
で
き

る
新
た
な
雇
用
の
受
け
皿
づ
く
り
。
こ
れ
を
政
府
、
企
業
、

働
き
手
の
み
ん
な
で
考
え
て
い
か
ね
ば
な
り
ま
せ
ん
。
政

府
は
賃
金
を
上
げ
る
重
要
性
を
認
識
し
て
お
り
、
企
業

に
賃
金
ア
ッ
プ
を
要
請
し
て
い
ま
す
。
企
業
も
、
こ
の
ま

ま
賃
下
げ
に
よ
る
低
価
格
競
争
を
続
け
て
い
て
は
ジ
リ
貧

に
な
る
だ
け
で
す
か
ら
、
例
え
ば
値
下
げ
を
す
る
に
し
て

も
期
間
限
定
に
す
る
な
ど
も
っ
と
慎
重
に
行
い
、
サ
ー
ビ

ス
の
質
を
適
切
に
価
格
に
反
映
さ
せ
る
な
ど
、
賃
上
げ
に

つ
な
が
る
仕
組
み
を
主
体
的
に
考
え
て
い
く
べ
き
で
す
。

良
い
商
品
を
つ
く
り
価
格
に
反
映
さ
せ

再
投
資
と
賃
金
を
上
げ
る
循
環
を
つ
く
れ
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年日本経済研究センター出向。93年よ
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本
の
女
性
の
労
働
参

加
率
は
、
過
去
と
比

べ
る
と
徐
々
に
高
ま
っ

て
き
て
い
る
。
2
0
1
4
年
時
点

の
日
本
の
女
性
の
労
働
力
人
口
比

率
を
20
年
前
と
比
較
す
る
と
、
グ

ラ
フ
の
M
字
の
凹
み
は
縮
小
傾
向

に
あ
る
。
30
〜
34
歳
女
性
の
労
働

力
率
は
1
9
7
5
年
時
点
の
43
・

９
％
に
比
べ
、
2
0
1
4
年
時
点

で
は
71
％
と
27
・
１
ポ
イ
ン
ト
も

上
昇
。
グ
ラ
フ
の
凹
み
は
今
後
も

改
善
し
続
け
、
現
在
の
ペ
ー
ス
で

女
性
の
労
働
参
加
が
進
め
ば
、
当

社
推
計
で
は
2
0
2
5
年
に
は

30
〜
34
歳
女
性
の
労
働
力
率
は

74
・
５
％
に
な
る
と
予
測
し
て
い

る
。
た
だ
し
、
こ
の
数
値
は
さ
ら

に
高
ま
る
余
地
が
あ
る
。
な
ぜ
な

ら
、
当
事
者
で
あ
る
女
性
は
就
業

希
望
の
意
向
が
高
く
、
条
件
さ

え
合
え
ば
労
働
市
場
に
参
加
で

き
る
潜
在
力
を
秘
め
て
い
る
か
ら

だ
。
総
務
省「
労
働
力
調
査（
詳
細

集
計
）」（
平
成
26
年
）
に
よ
れ
ば
、

2
0
1
4
年
に
お
け
る
女
性
の
非

労
働
力
人
口
2
9
0
8
万
人
の
う

ち
、
3
0
3
万
人
が
就
業
を
希
望

し
て
い
る
。
し
か
し
「
出
産
・
育

児
の
た
め
」「
適
当
な
仕
事
が
あ

り
そ
う
に
な
い
」「
介
護
・
看
護

の
た
め
」
と
い
っ
た
理
由
で
、
働

き
た
い
け
れ
ど
働
け
な
い
の
が
現

状
だ
。
保
育
費
ま
で
賄
え
る
よ
う

な
収
入
の
仕
事
に
は
な
か
な
か
就

け
な
か
っ
た
り
、
扶
養
控
除
や
社

会
保
険
の
適
用
範
囲
を
考
慮
し
て
、

あ
え
て
働
く
こ
と
を
控
え
て
い
る

よ
う
な
例
も
少
な
く
な
い
だ
ろ

う
。
当
社
推
計
に
よ
れ
ば
、
日
本

の
30
〜
64
歳
の
女
性
労
働
力
が
ス

ウ
ェ
ー
デ
ン
の
レ
ベ
ル
ま
で
高
ま

る
と
、
3
５
０
万
人
の
労
働
力
が

市
場
に
生
ま
れ
る
。
そ
の
レ
ベ
ル

ま
で
高
め
る
た
め
に
は
、
育
児
休

業
や
介
護
休
業
な
ど
の
各
種
制
度

を
充
実
さ
せ
る
こ
と
は
も
ち
ろ
ん
、

制
度
を
当
た
り
前
の
よ
う
に
利
用

で
き
る
価
値
観
や
風
土
の
醸
成
も

必
要
だ
。
さ
ら
に
、
働
く
時
間
や

場
所
の
制
約
が
あ
る
中
で
、
働
き

が
い
や
や
り
が
い
を
持
っ
て
も
ら

え
る
よ
う
、
仕
事
の
割
当
や
評
価

な
ど
人
材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
強
化

も
考
え
て
い
く
べ
き
課
題
と
い
え

る
だ
ろ
う
。

日

2

結婚、出産、育児とライフイベントが重なると、日本では職を離れる女性が多い。日本の女性の労働力人口比率は、2014

年時点で30～40代が大きく凹むM字型を描く。その一方で、育児支援や休暇など制度面で強力なバックアップがあるス

ウェーデンでは、40～44歳をピークとした山形になっている。日本もスウェーデンをお手本に、仕事と子育ての両立がしや

すい制度を充実させ、女性の労働参加を促進できれば、2025年には30～64歳の女性350万人の労働参加が見込めるだろう。

働く女性を増やす

人手不足の解消に向けた4つの選択肢

※グラフ出所：内閣府男女共同参画局「男女共同参画白書 平成27年度版」、OECD Stat, Labour Force Statistics, LFS by sex and age – indicators
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生
社
の
日
本
オ
フ
ィ
ス
で
は
２
０
０
６
年
に

Japan W
om

en's Initiatives 

を
社
長
直

下
の
組
織
と
し
て
立
ち
上
げ
、
ジ
ェン
ダ
ー
・

ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
に
注
力
し
て
き
ま
し
た
。
そ
れ
か
ら
10

年
が
経
過
し
た
現
在
、
女
性
社
員
数
は
3
倍
に
増
加
し

全
社
員
の
28
・
５
％
に
な
る
と
と
も
に
、
女
性
管
理
職
数

は
４
倍
に
増
加
、
全
管
理
職
の
12
・
７
％
を
占
め
る
よ
う

に
な
っ
て
い
ま
す
。
当
社
で
は
イ
ン
ク
ル
ー
ジ
ョ
ン
＆
ダ
イ

バ
ー
シ
テ
ィ
を
経
営
戦
略
と
し
て
位
置
付
け
て
お
り
、
女

性
を
は
じ
め
、
多
様
な
社
員
が
活
躍
す
る
こ
と
で
、
お

客
様
の
多
様
な
ニ
ー
ズ
に
お
応
え
で
き
る
と
考
え
て
い
ま

す
。
特
に
、
世
の
中
の
消
費
の
大
半
は
女
性
が
意
思
決

定
を
す
る
と
も
い
わ
れ
る
中
、
女
性
の
視
点
を
持
た
ず
に

ビ
ジ
ネ
ス
を
展
開
し
て
も
成
長
は
見
込
み
に
く
い
。
で
す

か
ら
、
自
社
の
組
織
構
成
を
世
の
中
の
男
女
比
に
近
づ
け

る
こ
と
が
理
想
だ
と
考
え
て
い
る
の
で
す
。

ジ
ェ
ン
ダ
ー
・
ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
を
推
進
す
る
に
当
た

り
、
ま
ず
課
題
認
識
に
着
手
し
ま
し
た
。
女
性
が
仕
事

を
し
て
い
く
た
め
の
仕
組
み
や
現
場
の
女
性
の
負
担
を
調

査
し
た
と
こ
ろ
、
女
性
特
有
の
課
題
が
み
え
て
き
ま
し
た
。

例
え
ば
産
後
復
帰
す
る
社
員
が
ど
う
い
う
働
き
方
を
希

望
す
る
か
は
人
に
よ
っ
て
か
な
り
考
え
方
が
違
い
ま
す
。

子
育
て
に
十
分
時
間
を
使
い
た
い
人
や
、
す
ぐ
に
で
も

仕
事
復
帰
し
た
い
人
、
在
宅
で
働
き
た
い
人
も
い
ま
し
た
。

当
初
は
法
定
通
り
で
よ
い
と
の
考
え
方
も
あ
り
ま
し
た

が
、
個
人
の
希
望
に
応
じ
て
働
き
方
を
選
択
で
き
る
柔

軟
な
就
業
制
度
を
導
入
し
ま
し
た
。
そ
し
て
、
毎
年
３

月
の
国
際
女
性
デ
ー
に
合
わ
せ
全
女
性
社
員
向
け
に
イ
ベ

ン
ト
を
開
催
す
る
な
ど
、
女
性
同
士
が
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を

形
成
す
る
機
会
を
設
け
ま
し
た
。
さ
ら
に
、
09
年
頃
か

ら
注
力
し
て
い
る
の
が
女
性
管
理
職
を
増
や
す
取
り
組
み

で
す
。
研
修
の
充
実
に
加
え
、
近
く
管
理
職
へ
の
昇
進

が
見
込
ま
れ
る
女
性
社
員
を
特
定
し
、
適
切
な
経
験
を

積
ん
で
い
る
か
、
経
営
・
人
事
・
現
場
が
三
位
一
体
と
な

っ
て
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
す
る「
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
管
理
」を
始
め
ま

し
た
。
ま
た
、
候
補
者
一
人
ひ
と
り
に
指
導
役
の
管
理

職
を
「
ス
ポ
ン
サ
ー
」
と
し
て
つ
け
、
自
己
主
張
が
控
え
め

に
な
り
が
ち
な
女
性
候
補
者
に
代
わ
っ
て
、
そ
の
成
長
を

経
営
陣
に
ア
ピ
ー
ル
す
る
仕
組
み
も
導
入
し
ま
し
た
。

こ
う
し
た
取
り
組
み
の
成
果
と
し
て
女
性
管
理
職
が

増
え
始
め
た
一
方
、
活
躍
す
る
女
性
を
さ
ら
に
増
や
す

に
は
一
緒
に
働
く
男
性
、
特
に
管
理
職
が
今
ま
で
と
は

異
な
る
働
き
方
を
受
け
入
れ
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
ま

た
、
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
や
、
働
き
方
の
柔
軟
性
、

キ
ャ
リ
ア
形
成
支
援
な
ど
、
性
別
に
関
わ
ら
な
い
支
援

も
必
要
な
こ
と
が
分
か
っ
て
き
ま
し
た
。
そ
こ
で
12
年

か
ら
は
こ
う
し
た
男
女
共
通
の
課
題
に
取
り
組
ん
で
い
ま

す
。
現
在
、
特
に
力
を
入
れ
て
い
る
の
が
「
多
様
性
を
受

け
入
れ
る
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
変
革
」
で
す
。
誰
も
が
持
つ
無

意
識
の
偏
見
に
気
づ
く
た
め
の
管
理
職
研
修
の
導
入
や
、

「
多
様
な
社
員
を
ど
う
公
平
に
評
価
す
る
か
」「
社
員

の
生
産
性
を
高
め
る
に
は
ど
う
す
べ
き
か
」
と
い
っ
た
議

論
を
行
い
、
社
内
の
風
土
改
革
や
ワ
ー
ク
ス
タ
イ
ル
の
変

革
、
評
価
制
度
の
変
革
を
進
め
て
い
ま
す
。

制
度
の
整
備
と
考
え
方
の
変
革
を
進
め

10
年
で
女
性
管
理
職
数
が
4
倍
に

大学卒業後、アクセンチュアに入社。
99年にマネジャー、2007年にマネジン
グ・ディレクターに就任。金融各社の
業務管理システムの構築、事業拡大・
営業強化の支援などを担当。2016年よ
りアジア・パシフィック地域の証券グ
ループを統括。2014年からはインクルー
ジョン＆ダイバーシティ統括 執行役員
を兼任。能力や年齢、国籍や宗教、性別、
LGBTなどの背景に関係無く多様な人材
がリーダーとして最大限の力を発揮でき
る組織作りに尽力している。 
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70歳以上15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳

2025年
女性（なりゆき）

2025年
男性（なりゆき）

90.8%

80.0%

73.6%
76.4%

71.1%

53.4%

93.8% 93.0%

90.4%

79.1%

71万人増

96万人増

57.6%

女性はさらに
60～64歳の労働力率が
促進施策により66.6%になる見込み

39.4%

本
は
諸
外
国
と
比
べ
類

を
見
な
い
ほ
ど
、
高
齢

化
率
が
急
速
に
高
ま
っ

て
い
る
。
高
齢
化
率
の
推
移
が
最

高
水
準
に
あ
る
だ
け
で
な
く
、
平

均
寿
命
が
伸
び
続
け
、
そ
の
傾
向

は
今
後
も
続
く
見
込
み
だ
。

一
方
で
高
齢
化
率
と
平
均
寿
命

の
上
昇
に
よ
っ
て
、
労
働
人
口
総

数
の
う
ち
65
歳
以
上
が
占
め
る
割

合
は
、
1
9
8
0
年
の
４
・
９
％
か

ら
2
0
1
3
年
の
９
・
９
％
と
ゆ

る
や
か
な
が
ら
上
昇
（
内
閣
府
の

平
成
26
年
版
「
高
齢
社
会
白
書
」）。

働
く
シ
ニ
ア
の
数
は
増
加
し
て
い

る
。
内
閣
府
の
「
高
齢
者
の
生
活

と
意
識
に
関
す
る
国
際
比
較
調
査

結
果
」（
平
成
27
年
度
）
に
よ
る
と
、

現
在
働
い
て
い
る
60
歳
以
上
の
う

ち
、
44
・
９
%
が「
収
入
の
伴
う
仕

事
を
続
け
た
い
」
と
答
え
た
。「
収

入
が
ほ
し
い
か
ら
」
と
い
う
理
由

が
全
体
の
49
％
を
占
め
、
次
い
で

「
働
く
の
は
体
に
よ
い
か
ら
、
老

化
を
防
ぐ
か
ら
」（
24
・
８
%
）、「
仕

事
そ
の
も
の
が
面
白
い
か
ら
、
自

分
の
活
力
に
な
る
か
ら
」（
16
・

9
%
）が
多
く
な
っ
て
い
る
。

人
口
総
数
か
ら
シ
ニ
ア
と
現

役
世
代
の
割
合
を
算
出
す
る
と
、

2
0
1
5
年
時
点
で
シ
ニ
ア
1
人

に
対
し
現
役
世
代
2
・
3
人
と

な
る
。
現
役
世
代
の
負
担
は
重
く
、

シ
ニ
ア
の
労
働
力
化
は
早
急
に

解
決
す
べ
き
課
題
と
い
え
る
だ
ろ

う
。
当
社
推
計
で
は
、
2
0
2
5

年
に
働
い
て
い
る
65
歳
以
上
の

シ
ニ
ア
の
う
ち
、
せ
め
て
65
〜
69

歳
の
方
が
60
〜
64
歳
ま
で
と
同

じ
く
ら
い
働
け
る
よ
う
に
な
れ
ば
、

1
6
7
万
人
の
労
働
参
加
が
期

待
で
き
る
。
シ
ニ
ア
は
短
時
間
労

働
を
希
望
す
る
場
合
が
多
い
た
め
、

短
時
間
勤
務
制
度
を
導
入
す
る
な

ど
、
企
業
ご
と
に
工
夫
が
必
要
だ
。

シ
ニ
ア
に
と
っ
て
働
き
や
す
い
職

場
づ
く
り
が
、
生
き
生
き
働
く
シ

ニ
ア
を
生
み
出
し
、
会
社
も
社
会

も
活
性
化
す
る
、
そ
ん
な
好
循
環

も
望
め
る
か
も
し
れ
な
い
。

日

3

「70歳になっても働きたい」。内閣府の調査＊によると、2008年時点で60歳以上の約70%が65歳以上になっても働き続けた

いと考えていた。しかし、2025年に予想される65～69歳の労働力率は、男性で57.6%、女性で39.4％と70%には到達し

ていない。2025年時点で65～69歳の労働力を、60～64歳と同程度に維持できれば、167万人の労働力増加が期待できる。

年齢に関わらず意欲と能力に応じていつまでも働き続けられる制度の導入や、雇用形態の多様化など、改善が必要だろう。

働くシニアを増やす

人手不足の解消に向けた4つの選択肢

※グラフ出所：総務省「労働力調査」（2015年）

＊内閣府「高齢者の地域社会への参加に関する意識調査」（平成20年）
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出口 治明 氏
ライフネット生命保険株式会社
代表取締役会長

結
論
か
ら
述
べ
る
と
、
シ
ニ
ア
の
雇
用
を
増
や

す
に
は
定
年
制
度
を
即
刻
廃
止
す
る
こ
と

で
す
。
定
年
制
度
と
は
戦
後
の
日
本
に
現

れ
た
ガ
ラ
パ
ゴ
ス
的
な
雇
用
慣
行
で
、
世
界
で
類
を
見
な

い
特
異
な
制
度
で
す
。
一
般
に
企
業
が
人
を
採
用
す
る

際
は
本
人
の
働
き
た
い
と
い
う
意
欲
、
職
場
に
来
て
働
け

る
体
力
、
能
力
の
３
つ
で
判
断
し
ま
す
。
年
齢
は
本
来

関
係
あ
り
ま
せ
ん
。
ア
ン
グ
ロ
サ
ク
ソ
ン
社
会
な
ど
で
は

年
齢
差
別
が
禁
止
さ
れ
て
お
り
、
履
歴
書
に
年
齢
を
書

く
欄
が
あ
っ
た
ら
大
問
題
に
な
り
ま
す
。
そ
の
背
景
に
は

仕
事
に
年
齢
は
関
係
な
い
と
い
う
考
え
が
あ
り
ま
す
。

そ
も
そ
も
定
年
制
度
は
働
く
人
に
と
っ
て
非
常
に
理

不
尽
な
も
の
で
す
。
ま
だ
ま
だ
働
き
た
い
と
思
っ
て
い
て
も

「
今
日
で
60
歳
で
す
ね
、
お
め
で
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。
明

日
か
ら
会
社
に
来
な
く
て
い
い
で
す
よ
」
と
言
わ
れ
て
し

ま
う
の
で
す
か
ら
。
こ
ん
な
ひ
ど
い
制
度
は
あ
り
ま
せ
ん
。

「
定
年
制
度
を
廃
止
す
る
と
企
業
の
人
件
費
が
高
止

ま
り
す
る
」
と
い
う
人
が
い
ま
す
が
、
そ
れ
は
年
功
賃
金

を
前
提
に
す
る
か
ら
で
す
。
定
年
廃
止
に
踏
み
切
れ
ば

企
業
は
自
ず
と
同
一
労
働
・
同
一
賃
金
に
移
行
し
、
人

件
費
の
問
題
は
解
決
す
る
で
し
ょ
う
。

「
シ
ニ
ア
が
増
え
る
と
頭
で
っ
か
ち
の
組
織
に
な
り
、

若
手
が
台
頭
で
き
な
い
の
で
は
」
と
いっ
た
懸
念
も
、
年
功

序
列
慣
行
の
廃
止
と
同
一
労
働
・
同
一
賃
金
へ
の
移
行
で

解
決
さ
れ
ま
す
。「
若
年
層
の
雇
用
を
減
ら
し
て
し
ま
う

の
で
は
」
と
い
う
心
配
は
、
そ
も
そ
も
日
本
は
働
く
人
の

数
が
足
り
な
く
な
っ
て
く
る
の
で
す
か
ら
不
要
で
す
。

設
立
当
初
か
ら
当
社
で
は
採
用
に
お
い
て
年
齢
で
判
断

す
る
こ
と
を
せ
ず
、
定
年
制
度
も
な
い
と
就
業
規
則
に

明
記
し
て
い
ま
す
が
何
の
問
題
も
あ
り
ま
せ
ん
。
当
社
に

は
５
人
の
本
部
長
が
い
て
、
そ
の
う
ち
一
人
は
32
歳
。一

般
的
に
は
若
い
年
齢
で
す
が
、
大
事
な
こ
と
は
年
齢
で
は

な
く
、本
部
長
の
役
割
を
果
た
せ
る
か
ど
う
か
だ
か
ら
で
す
。

定
年
制
度
を
廃
止
す
る
意
義
は
他
に
も
あ
り
ま
す
。

日
本
の
大
き
な
問
題
の
一
つ
が
高
齢
化
に
よ
る
介
護
負
担

の
増
加
で
す
。
介
護
が
必
要
と
な
る
の
は
平
均
寿
命
か

ら
健
康
寿
命
を
差
し
引
い
た
期
間
で
、
平
均
寿
命
を
引

き
下
げ
る
施
策
は
で
き
ま
せ
ん
か
ら
、
介
護
負
担
を
減

ら
す
に
は
人
々
の
健
康
寿
命
を
延
ば
す
こ
と
が
カ
ギ
に
な

り
ま
す
。

で
は
、
ど
う
す
れ
ば
健
康
寿
命
を
延
ば
す
こ
と
が
で
き

る
の
か
。
私
は
こ
の
問
い
を
医
師
に
聞
い
て
回
っ
た
こ
と
が

あ
り
ま
す
が
、
み
ん
な
答
え
は
一
緒
。「
働
く
こ
と
」
が

そ
の
回
答
で
し
た
。
ま
た
60
代
以
上
で
働
く
人
が
増
加

す
れ
ば
年
金
を
受
け
取
る
人
が
減
り
、
支
払
う
人
が
増

え
る
こ
と
に
つ
な
が
り
ま
す
。
す
な
わ
ち
、
定
年
制
度
の

廃
止
は
介
護
問
題
や
年
金
問
題
、
国
の
財
政
問
題
の
解

決
に
も
寄
与
す
る
の
で
す
。

政
府
は
65
歳
へ
の
定
年
延
長
を
進
め
て
い
ま
す
が
、
こ

れ
で
は
ま
だ
ま
だ
解
決
に
は
ほ
ど
遠
い
。
個
人
も
定
年
が

あ
る
か
ら
「
老
後
を
ど
う
し
よ
う
」
と
不
安
に
な
り
ま
す
。

今
後
は
シ
ニ
ア
と
い
う
言
葉
は
捨
て
て
、
年
齢
に
関
係
な

く
活
躍
で
き
る
「
年
齢
フ
リ
ー
社
会
」
を
つ
く
っ
て
い
く
べ

き
だ
と
思
い
ま
す
。

大学卒業後、1972年に日本生命保険相
互会社に入社。企画部や財務企画部に
て経営企画を担当するとともに、生命
保険協会の初代財務企画専門委員長と
して金融制度改革・保険業法の改正に
従事する。ロンドン現地法人社長、国
際業務部長などを経て、同社を退職。
2006年に生命保険準備会社を設立し、
代表取締役社長に就任。2008年の生命
保険業免許取得に伴い、ライフネット生
命保険株式会社を開業。

PROFILE

識者が語る

結

定
年
制
度
を
即
刻
廃
止
し

「
年
齢
フ
リ
ー
社
会
」を
つ
く
ろ
う
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全労働人口に占める外国人の割合を
2015年の2倍に伸ばせれば

33.9万人増

生
労
働
省
の
「
外
国
人

雇
用
状
況
の
届
出
状

況
（
平
成
27
年
10
月
末

現
在
）に
つ
い
て
」
に
よ
る
と
、
日

本
で
働
く
外
国
人
は
、
2
0
1
5

年
時
点
で
約
90
・
8
万
人
。
年
々

増
加
傾
向
に
あ
る
が
、
そ
の
理
由

は
大
き
く
2
つ
あ
る
。
1
つ
目
は
、

留
学
生
の
受
け
入
れ
増
加
に
伴
っ

て
留
学
生
の
ア
ル
バ
イ
ト
な
ど
に

当
た
る「
資
格
外
活
動
」が
増
加
し

て
い
る
た
め
だ
。
こ
こ
5
年
間
で

10
・
9
万
人
か
ら
19
•
２
万
人
と
、

実
に
2
倍
近
く
増
え
て
い
る
。
特

に
ベ
ト
ナ
ム
や
フ
ィ
リ
ピ
ン
、
ネ

パ
ー
ル
と
い
っ
た
ア
ジ
ア
新
興
国

か
ら
の
留
学
生
の
増
加
が
顕
著
だ
。

2
つ
目
の
理
由
は
、
そ
の
留
学
生

に
よ
る
日
本
企
業
へ
の
就
職
が
増

加
傾
向
に
あ
る
た
め
で
あ
る
。
法

務
省
の
「
平
成
26
年
に
お
け
る
留

学
生
の
日
本
企
業
等
へ
の
就
職
状

況
に
つ
い
て
」
に
よ
る
と
、
約
8

割
が
非
製
造
業
に
就
職
し
、「
翻

訳
・
通
訳
」、「
情
報
処
理
」「
教
育
」

な
ど
語
学
や
専
門
的
技
術
を
生
か

し
た
職
務
内
容
に
多
く
従
事
し
て

い
る
。ま
た
一
方
で
、「
販
売
・
営
業
」

な
ど
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力

が
求
め
ら
れ
る
職
務
に
就
く
割
合

も
高
い
。

今
後
も
引
き
続
き
、
外
国
人
労

働
者
は
増
え
て
い
く
こ
と
が
予
想

さ
れ
る
。
し
か
し
、
日
本
企
業
の

外
国
人
労
働
者
の
受
け
入
れ
環
境

は
十
分
に
整
備
さ
れ
て
い
る
と
は

言
い
難
く
、
今
後
の
更
な
る
増
加

に
向
け
て
課
題
は
山
積
み
だ
。
例

え
ば
、採
用
上
の
課
題
と
し
て「
優

秀
な
学
生
の
見
極
め
が
難
し
い
」、

「
求
め
る
日
本
語
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン
能
力
を
有
す
る
人
材
が
少

な
い
」
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
、
優
秀

な
留
学
生
を
採
用
し
て
も
、「
留

学
生
を
活
用
で
き
る
日
本
人
管
理

者
の
不
足
」、「
社
内
で
の
日
本
語

に
よ
る
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能

力
の
不
足
」、「
希
望
す
る
キ
ャ
リ

ア
形
成
と
会
社
の
考
え
の
乖
離
」

な
ど
か
ら
、
十
分
に
活
躍
し
て

も
ら
え
て
い
な
い
の
が
現
状
だ
＊
。

法
律
や
雇
用
制
度
な
ど
政
策
の
影

響
が
大
き
い
分
野
で
は
あ
る
も
の

の
、
企
業
そ
れ
ぞ
れ
が
外
国
人
受

け
入
れ
環
境
の
改
善
に
取
り
組
む

必
要
が
あ
る
だ
ろ
う
。

厚

4

日本で働く外国人が増えている。留学生と在留資格外国人労働者の増加に伴い、2015年の90.8万人から、2025年には

143.5万人に増加する見込みだ。全労働人口に占める割合は、2015年の1.4％から2.3％まで増加する計算。もし2025年に、

2015年の2倍に当たる2.8％まで伸ばすことができれば、さらに約34万人の労働力増加が期待できる。ただし、日本企業の

外国人労働者の受け入れ体制は課題も多く、環境を整備する必要がある。

日本で働く外国人を増やす

人手不足の解消に向けた4つの選択肢

※グラフ出所：厚生労働省「外国人雇用状況報告」「外国人雇用状況の届出状況について」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（2012）」
※本文参考：＊経済産業省「平成 24 年度アジア人財資金構想プロジェクトサポートセンター事業『日本企業における高度外国人材の採用・活用に関する調査』報告書」
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結
０
１
４
年
に
外
国
人
社

長
が
誕
生
し
た
当
社
で

は
、
社
長
直
属
の
幹
部

で
あ
る
エ
グ
ゼ
ク
テ
ィ
ブ
チ
ー
ム
15
人
中

11
人
が
外
国
人
と
い
う
構
成
で
、
約

３
万
人
の
全
従
業
員
の
う
ち
外
国
人

従
業
員
が
７
割
を
占
め
て
い
ま
す
。

08
年
に
当
社
が
米
バ
イ
オ
医
薬
品

会
社
ミ
レ
ニ
ア
ム
・
フ
ァ
ー
マ
シ
ュ
ー
テ
ィ

カ
ル
ズ
を
買
収
し
た
時
点
で
は
、
各
海

外
子
会
社
の
自
律
性
を
重
視
し
た
管

理
体
制
で
し
た
。
そ
れ
を
転
換
す
る

契
機
と
な
っ
た
の
は
、
新
興
国
市
場
の

事
業
強
化
を
目
的
に
行
っ
た
11
年
の
ナ

イ
コ
メ
ッ
ド
社
の
買
収
で
、
グ
ロ
ー
バ
ル

企
業
と
し
て
多
様
で
複
雑
な
ビ
ジ
ネ
ス
、

組
織
、
人
材
を
効
率
的
に
運
営
す
る

必
要
性
が
急
速
に
高
ま
り
ま
し
た
。

そ
こ
で
当
時
の
長
谷
川
閑
史
社
長

（
現
会
長
）
は
後
継
者
と
し
て
英
製
薬

大
手
Ｇ
Ｓ
Ｋ
社
の
ク
リ
ス
ト
フ
・
ウ
ェバ
ー

氏（
現
社
長
）を
自
ら
招
聘
。
各
部
門

の
ト
ッ
プ
に
も
グ
ロ
ー
バ
ル
経
営
の
で
き

る
超
一
流
の
プ
ロ
フ
ェッ
シ
ョ
ナ
ル
人
材
が

リ
ー
ダ
ー
に
就
任
し
ま
し
た
。

彼
ら
に
は
担
当
部
門
の
グ
ロ
ー
バ
ル

化
推
進
の
ロ
ー
ル
モ
デ
ル
と
し
て
組
織

と
そ
の
運
営
方
法
の
変
革
、
次
世
代

リ
ー
ダ
ー
育
成
が
期
待
さ
れ
、
必
要
に

応
じ
て
次
の
階
層
の
人
材
を
社
内
外
か

ら
抜
擢
し
て
いっ
た
ほ
か
、
社
内
に
エ
ク

ス
パ
テ
ィ
ー
ズ
が
不
足
し
て
い
る
分
野
で

は
部
課
長
ク
ラ
ス
で
も
外
部
人
材
を
積

極
的
に
採
用
し
ま
し
た
。

人
事
部
門
で
の
変
化
を
例
に
と
る
と
、

以
前
は
日
本
本
社
と
海
外
子
会
社
が
そ

れ
ぞ
れ
す
べ
て
の
人
事
機
能
を
持
つ
モ
デ

ル
で
し
た
。
し
か
し
13
年
に
グ
ロ
ー
バ
ル

Ｈ
Ｒ
オ
フ
ィ
サ
ー
と
い
う
役
職
が
新
設
さ

れ
、
全
社
的
に
Ｃ
Ｏ
Ｅ（
セ
ン
タ
ー
オ
ブ
エ

ク
ス
パ
テ
ィ
ー
ズ
）
と
ビ
ジ
ネ
ス
パ
ー
ト
ナ

ー
と
い
う
組
織
体
制
に
変
わ
り
ま
し
た
。

そ
し
て
各
機
能
の
グ
ロ
ー
バ
ル
リ
ー

ダ
ー
は
地
理
的
な
条
件
や
国
籍
に
制

約
さ
れ
る
こ
と
な
く
、
個
人
の
適
材
適

所
と
そ
の
分
野
の
バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ー
ン
が

強
い
国
は
ど
こ
か
と
い
う
二
つ
の
観
点
か

ら
選
ば
れ
ま
し
た
。
そ
の
結
果
、
タ
レ

ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
は
東
京
、
人
材
開

発
は
欧
州
、
採
用
は
米
国
に
リ
ー
ダ
ー

が
い
る
体
制
と
な
り
ま
し
た
。

各
機
能
の
リ
ー
ダ
ー
が
皆
同
じ
拠
点

に
い
る
ほ
う
が
好
ま
し
い
面
も
あ
り
ま

す
が
、
海
外
で
実
績
を
残
し
て
い
る
人

材
全
て
を
東
京
に
呼
ぶ
こ
と
が
必
ず
し

も
効
率
的
・
効
果
的
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

当
社
で
は
、
経
営
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化

を
実
現
す
る
た
め
に
、
海
外
へ
日
本
本

社
か
ら
日
本
人
駐
在
員
を
派
遣
す
る

の
で
は
な
く
、
グ
ロ
ー
バ
ル
な
観
点
か
ら

ビ
ジ
ネ
ス
を
ド
ラ
イ
ブ
で
き
る
人
材
を
、

勤
務
国
や
国
籍
に
と
ら
わ
れ
ず
登
用

す
る
方
向
へ
と
舵
を
切
っ
た
の
で
す
。

日
本
で
の
外
国
人
採
用
の
在
り
方

も
大
き
く
変
わ
り
ま
し
た
。
07
年
頃

か
ら
海
外
の
優
秀
な
学
生
を
採
用
す

る
い
わ
ゆ
る
「
グ
ロ
ー
バ
ル
採
用
」
を
始

め
ま
し
た
が
、
当
時
入
社
し
た
方
か

ら
は
育
成
の
在
り
方
や
キ
ャ
リ
ア
パ
ス

が
見
え
な
い
こ
と
に
対
し
て
不
満
の
声

が
上
が
っ
て
い
ま
し
た
。
し
か
し
そ
の

後
、
外
国
人
採
用
の
フ
ォ
ー
カ
ス
が
経

営
幹
部
や
即
戦
力
に
シ
フ
ト
し
、
経
営

の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
と
育
成
体
制
の
整
備

が
進
ん
だ
こ
と
で
、
国
籍
を
問
わ
ず
多

様
で
優
秀
な
人
材
が
活
躍
で
き
る
環

境
が
整
い
つ
つ
あ
り
ま
す
。

現
在
は
既
に
始
動
し
て
い
る
グ
ロ
ー
バ

ル
共
通
の
リ
ー
ダ
ー
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
に

加
え
、
日
本
に
お
け
る
付
加
的
な
プ
ロ

グ
ラ
ム
の
内
容
と
実
績
を
適
切
に
伝
え

る
こ
と
で
、
社
内
の
リ
ー
ダ
ー
人
材
候

補
者
の
発
掘
と
育
成
を
加
速
し
よ
う

と
取
り
組
ん
で
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

将
来
の
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
を
イ
メ
ー
ジ
で

き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
で
、
国
内
外
の

優
秀
な
学
生
や
、
リ
ー
ダ
ー
を
目
指
す

他
企
業
や
他
業
界
の
人
材
が
タ
ケ
ダ
に

入
社
し
、
よ
り
活
躍
し
や
す
く
な
る

と
考
え
て
い
ま
す
。

濟木 俊行 氏

武田薬品工業株式会社
グローバルＨＲ
タレントアクイジション（日本）ヘッド

山下 茂樹 氏

武田薬品工業株式会社
グローバルＨＲ
タレントディベロップメント＆オーガニゼー
ションケイパビリティ（日本）ヘッド

総合化学メーカー、人材開発関連のベン
チャー企業などを経て、2011年に入社。
2015年より現職。

外資系大手コングロマリット及び製薬会社
に勤務後、2016年７月に入社。グローバ
ル環境下のリーダー育成・人材育成と、ダ
イバーシティ・インクルージョンを推進。

識者が語る 勤務国や国籍に関係なく
グローバル経営ができる人をリーダーに

２
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こ
こ
ま
で
2
0
2
5
年
に
予
想
さ
れ
る

5
8
3
万
人
の
人
手
不
足
と
、
そ
の
解
消
に

向
け
た
4
つ
の
選
択
肢
に
つ
い
て
見
て
き
た
。

「
生
産
性
の
向
上
」
や
「
女
性
・
シ
ニ
ア
・
外

国
人
の
さ
ら
な
る
活
躍
」
を
本
気
で
進
め
る

に
は
、
個
人
や
企
業
が
意
識
・
行
動
を
変
え
、

社
会
の
在
り
方
を
変
え
て
い
く
必
要
が
あ
る

だ
ろ
う
。
今
回
の
推
計
と
取
材
を
通
し
て
、

わ
れ
わ
れ
が
特
に
必
要
と
感
じ
た
変
化
は
次

の
2
点
で
あ
る
。

一
つ
は
、
生
産
性
向
上
、
つ
ま
り
業
務
量

対
比
で
の
労
働
力
を
増
加
さ
せ
る
観
点
か
ら
、

働
く
人
々
が
常
に
成
長
し
続
け
ら
れ
る
よ
う

な
社
会
に
変
わ
っ
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

年
齢
、
性
別
に
関
係
な
く
、
日
本
で
働
く

す
べ
て
の
人
が
そ
れ
ぞ
れ
の
能
力
を
最
大
限

に
発
揮
し
、
一
人
一
人
が
日
々
よ
り
高
い
付

加
価
値
を
生
み
出
し
て
い
け
る
よ
う
に
な
る

こ
と
、
ま
た
、
求
め
ら
れ
る
能
力
は
環
境
と

と
も
に
変
化
す
る
た
め
、
働
く
個
人
は
未
知

の
自
分
の
能
力
を
切
り
拓
い
て
い
こ
う
と
す

る
意
識
を
持
つ
こ
と
が
必
要
だ
ろ
う
。
例
え

ば
シ
ニ
ア
で
言
え
ば
新
し
い
役
割
、
年
下
上

司
な
ど
の
新
し
い
環
境
に
自
ら
適
応
し
よ
う

と
い
う
意
欲
を
持
つ
こ
と
が
極
め
て
大
事
で

あ
る
。

企
業
側
で
は
、
こ
の
よ
う
に
変
化
・
成

長
し
続
け
る
個
人
を
支
え
、
そ
の
力
を
引
き

出
す
た
め
の
仕
組
み
づ
く
り
が
重
要
と
な
る
。

新
し
い
こ
と
に
挑
戦
し
よ
う
、
新
し
い
環
境

に
適
応
し
よ
う
と
い
う
人
た
ち
を
柔
軟
に
受

け
入
れ
る
組
織
文
化
を
育
む
こ
と
が
で
き
る

か
。
一
人
ひ
と
り
の
能
力
や
キ
ャ
リ
ア
の
志

向
性
を
十
分
把
握
し
た
う
え
で
、
個
人
の
成

長
を
促
せ
る
よ
う
な
チ
ャ
レ
ン
ジ
ン
グ
な
仕

事
の
機
会
を
提
供
す
る
こ
と
が
で
き
る
か
。

生
み
出
し
た
付
加
価
値
に
対
し
て
適
正
な
評

価
を
し
次
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に
つ
な
げ
ら

れ
る
か
。
そ
し
て
そ
れ
ら
を
通
じ
て
自
社
に

対
し
て
魅
力
を
感
じ
て
も
ら
い
、
人
材
を
引

き
つ
け
ら
れ
る
か
。
企
業
に
は
こ
う
し
た
取

り
組
み
が
早
急
に
求
め
ら
れ
る
だ
ろ
う
。

も
う
一
つ
の「
働
き
手
を
増
や
す
」つ
ま
り

「
女
性
・
シ
ニ
ア
・
外
国
人
の
雇
用
促
進
」
の

観
点
か
ら
は
、
よ
り
多
く
の
人
が
働
き
や
す

く
な
る
よ
う
な
社
会
に
変
わ
っ
て
い
く
こ
と

が
重
要
で
あ
る
。

働
き
た
い
の
に
働
け
て
い
な
い
よ
う
な
人

が
働
け
る
、
ま
た
既
に
働
い
て
い
る
人
が
よ

り
一
層
生
き
生
き
と
働
き
続
け
ら
れ
る
よ
う

な
環
境
を
整
え
る
こ
と
が
必
要
だ
。

例
え
ば
、
女
性
や
シ
ニ
ア
に
お
い
て
は
、

子
育
て
や
介
護
と
い
っ
た
人
生
に
お
け
る

様
々
な
出
来
事
と
仕
事
と
の
両
立
が
難
し

か
っ
た
り
、
個
人
の
体
力
や
能
力
に
応
じ
た

働
き
方
・
仕
事
内
容
を
選
択
で
き
な
か
っ
た

り
と
い
う
理
由
で
、
働
い
て
い
な
い
人
が
多

く
存
在
す
る
。
そ
う
し
た
状
況
を
生
み
出
さ

な
い
た
め
に
、
国
と
し
て
は
関
連
法
規
の
さ

ら
な
る
整
備
が
必
要
で
あ
る
し
、
各
企
業
に

お
い
て
も
多
様
な
勤
務
時
間
や
勤
務
場
所
と

い
っ
た
選
択
肢
の
用
意
、
業
務
内
容
の
工
夫
、

さ
ら
に
は
休
職
や
再
雇
用
な
ど
の
制
度
対
応

が
急
が
れ
る
。

本
誌
で
は
、
既
に
女
性
や
外
国
人
の
活
躍

推
進
に
取
り
組
む
企
業
を
見
て
き
た
が
、
い

ず
れ
の
事
例
に
お
い
て
も
、「
女
性
」
や
「
外

国
人
」
の
雇
用
を
取
り
組
み
の
出
発
点
と
し
、

女
性
や
外
国
人
に
限
っ
た
課
題
で
は
な
く
、

全
社
員
一
人
ひ
と
り
の「
違
い
」を
ど
う
受
容

し
合
っ
て
い
く
か
、
そ
の
た
め
に
い
か
に
従

来
の
考
え
方
や
働
き
方
を
変
え
て
い
く
か
を

真
剣
に
考
え
る
に
至
っ
て
い
た
。

こ
う
し
た
先
進
企
業
に
倣
い
、
わ
れ
わ
れ

も
人
手
不
足
の
課
題
を
悲
観
す
る
こ
と
に
終

始
せ
ず
、
よ
り
多
く
の
人
が
生
き
生
き
と
働

け
る
社
会
の
実
現
に
向
け
て
、
今
か
ら
で
き

る
こ
と
を
真
剣
に
考
え
る
良
い
機
会
と
捉
え

た
い
。
今
よ
り
も
さ
ら
に
人
手
不
足
が
確
実

に
進
む
で
あ
ろ
う
未
来
に
お
い
て
、
企
業
は

働
く
人
か
ら
選
ば
れ
る
存
在
と
な
ら
な
け
れ

ば
こ
れ
か
ら
生
き
残
っ
て
い
く
こ
と
は
難
し

い
。
だ
か
ら
こ
そ
、
ど
の
企
業
も
も
は
や
選

択
の
余
地
な
く
、
魅
力
あ
る
職
場
づ
く
り
に

今
す
ぐ
取
り
組
ん
で
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
本
誌
が
少
し
で
も
、
そ
の
取
り
組
み
の

き
っ
か
け
や
参
考
に
な
れ
ば
幸
い
で
あ
る
。

よ
り
多
く
の
人
が
生
き
生
き
と
働
け
る
未
来
に
向
け
て

私
た
ち
が
変
わ
る
べ
き
こ
と
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DATA 今回の推計方法

Ⅰ.　2015年度の経済成長率0.8%を維持したときに2025年に必要となる就業者数①内閣府「国民経済計算（実質国内総生産）」を基に、2015年度の経済成長率0.8％（内閣府「中長期の経済
財政に関する試算」におけるベースラインケース）が継続した場合の「産業別国内総生産」を推計。②内閣府「国民経済計算（雇用者数、労働時間）」を基に、1995 ～ 2014年の生産性の伸びの
相加平均値が2025年まで継続した場合の「産業別労働生産性」を推計。③①②から産業別雇用者数を算出。総務省「労働力調査」2014年平均の「就業者数に占める雇用者数の割合」を用いて、

「産業別就業者数（副業調整前）」を推計。④副業分を調整し、「産業別就業者数」を算出。

Ⅱ.　人口減少に伴い、2025年に予想される就業者数①国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」と、2006年～ 2015年の総務省「労働力調査」年齢階級（5歳階級）別の労働
力率を基に、過去の就業率のトレンドが2025年まで継続した場合の就業者数を推計。失業率は2015年の失業率3.4％で固定。②総務省「国勢調査」の産業別就業者割合を基に、1995年～
2010年のトレンドが2025年まで継続した場合の産業別就業者割合を「国勢調査」の産業分類にて推計。③産業分類をⅠの「国民経済計算」の産業分類と揃えた「産業別就業者数」を算出。

今回の推計は以下の手順で、【Ⅰ.2015年度の経済成長率0.8%を維持したときに2025年に必要となる就業者数】と、

【Ⅱ.人口減少に伴い、2025年に予想される就業者数】を推計し、ⅠとⅡのギャップを確認した。

■内閣府「中長期の経済財政に関する試算」におけるベースラインケース（経済成長率0.8％）が
　継続した場合の「産業別国内総生産」の推計

ベースラインケースの成長率

1.2 1.7 0.1 1.4 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8

1995年-2014年の
平均増加率（0.8）との差 0.4 0.9 -0.7 0.6 0 0 0 0 0 0 0 0

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年

項目 実質GDP

1995年
-2014年

の 
平均

増加率

2014年
-2015年

の 
増加率

実質GDP
2015年
-2016年

の 
増加率

実質GDP
2016年
-2017年

の 
増加率

実質GDP
2017年
-2018年

の 
増加率

実質GDP
2018年
-2019年

の 
増加率

実質GDP
2019年
-2020年

の 
増加率

実質GDP
2020年
-2021年

の 
増加率

実質GDP
2021年
-2022年

の 
増加率

実質GDP
2022年
-2023年

の 
増加率

実質GDP
2023年
-2024年

の 
増加率

実質GDP
2025年
-2026年

の 
増加率

実質GDP

産業 457,987.1 0.8 1.2 463,299.8 1.7 470,990.5 0.1 471,273.1 1.4 477,682.4 0.8 481,312.8 0.8 484,970.8 0.8 488,656.6 0.8 492,370.4 0.8 496,112.4 0.8 499,882.8 0.8 503,681.9

（１）農林水産業 6,277.2 -0.7 -0.3 6,260.6 0.2 6,275.3 -1.4 6,189.6 -0.1 6,185.6 -0.7 6,144.5 -0.7 6,103.6 -0.7 6,063.0 -0.7 6,022.7 -0.7 5,982.6 -0.7 5,942.9 -0.7 5,903.3

a．農業 5,488.8 -0.5 -0.1 5,484.4 0.4 5,507.4 -1.2 5,442.5 0.1 5,449.0 -0.5 5,422.8 -0.5 5,396.8 -0.5 5,370.9 -0.5 5,345.1 -0.5 5,319.5 -0.5 5,293.9 -0.5 5,268.5

ｂ．林業 159.6 4.8 5.2 167.8 5.7 177.4 4.1 184.6 5.4 194.5 4.8 203.7 4.8 213.4 4.8 223.6 4.8 234.3 4.8 245.4 4.8 257.1 4.8 269.4

ｃ．水産業 645.1 -2.3 -1.9 632.8 -1.4 624.0 -3.0 605.3 -1.7 595.0 -2.3 581.3 -2.3 567.9 -2.3 554.9 -2.3 542.1 -2.3 529.6 -2.3 517.4 -2.3 505.5

（２）鉱業 193.8 -3.7 -3.3 187.5 -2.8 182.3 -4.4 174.3 -3.1 168.9 -3.7 162.7 -3.7 156.7 -3.7 151.0 -3.7 145.4 -3.7 140.1 -3.7 134.9 -3.7 130.0

（３）製造業 111,231.7 1.8 2.2 113,695.5 2.7 116,782.3 1.1 118,084.4 2.4 120,936.2 1.8 123,131.2 1.8 125,366.0 1.8 127,641.4 1.8 129,958.1 1.8 132,316.8 1.8 134,718.4 1.8 137,163.5

ａ．食料品 12,649.6 0.0 0.4 12,702.1 0.9 12,818.3 -0.7 12,730.5 0.6 12,808.8 0.0 12,810.7 0.0 12,812.7 0.0 12,814.6 0.0 12,816.5 0.0 12,818.4 0.0 12,820.3 0.0 12,822.3

ｂ．繊維 514.4 -4.9 -4.5 491.5 -4.0 472.1 -5.6 445.9 -4.3 426.9 -4.9 406.2 -4.9 386.5 -4.9 367.8 -4.9 349.9 -4.9 333.0 -4.9 316.8 -4.9 301.5

ｃ．パルプ・紙 2,097.1 -1.1 -0.7 2,082.3 -0.2 2,078.0 -1.8 2,040.5 -0.5 2,030.2 -1.1 2,007.8 -1.1 1,985.6 -1.1 1,963.7 -1.1 1,942.0 -1.1 1,920.5 -1.1 1,899.3 -1.1 1,878.3

ｄ．化学 9,437.3 1.1 1.5 9,575.6 2.0 9,763.7 0.4 9,799.4 1.7 9,962.5 1.1 10,068.6 1.1 10,175.8 1.1 10,284.2 1.1 10,393.7 1.1 10,504.4 1.1 10,616.3 1.1 10,729.4

ｅ．石油・石炭製品 6,454.6 -1.4 -1.0 6,387.8 -0.5 6,353.6 -2.1 6,218.0 -0.8 6,166.1 -1.4 6,077.6 -1.4 5,990.4 -1.4 5,904.4 -1.4 5,819.7 -1.4 5,736.2 -1.4 5,653.8 -1.4 5,572.7

ｆ．窯業・土石製品 2,854.1 -0.7 -0.3 2,846.8 0.2 2,853.8 -1.4 2,815.1 -0.1 2,813.6 -0.7 2,795.2 -0.7 2,776.8 -0.7 2,758.7 -0.7 2,740.6 -0.7 2,722.6 -0.7 2,704.8 -0.7 2,687.1

ｇ．鉄鋼 7,106.0 2.1 2.5 7,284.7 3.0 7,504.4 1.4 7,610.5 2.7 7,817.2 2.1 7,982.5 2.1 8,151.3 2.1 8,323.7 2.1 8,499.8 2.1 8,679.5 2.1 8,863.1 2.1 9,050.6

ｈ．非鉄金属 1,434.4 0.9 1.3 1,453.0 1.8 1,479.1 0.2 1,481.9 1.5 1,504.1 0.9 1,517.6 0.9 1,531.1 0.9 1,544.8 0.9 1,558.7 0.9 1,572.6 0.9 1,586.7 0.9 1,600.9

ｉ．金属製品 4,549.2 -0.9 -0.5 4,528.7 0.1 4,531.0 -1.6 4,460.8 -0.3 4,449.6 -0.9 4,411.8 -0.9 4,374.3 -0.9 4,337.1 -0.9 4,300.2 -0.9 4,263.7 -0.9 4,227.4 -0.9 4,191.5

ｊ．一般機械 10,941.9 1.7 2.1 11,166.2 2.6 11,450.9 1.0 11,559.7 2.3 11,819.8 1.7 12,014.9 1.7 12,213.1 1.7 12,414.6 1.7 12,619.5 1.7 12,827.7 1.7 13,039.3 1.7 13,254.5

ｋ．電気機械 31,397.3 10.3 10.7 34,749.0 11.2 38,632.2 9.6 42,331.2 10.9 46,934.7 10.3 51,757.2 10.3 57,075.3 10.3 62,939.8 10.3 69,406.9 10.3 76,538.4 10.3 84,402.7 10.3 93,075.1

ｌ．輸送用機械 12,184.1 2.2 2.6 12,506.4 3.1 12,899.7 1.5 13,099.0 2.8 13,471.7 2.2 13,774.1 2.2 14,083.3 2.2 14,399.5 2.2 14,722.8 2.2 15,053.3 2.2 15,391.2 2.2 15,736.8

ｍ．精密機械 1,693.5 1.0 1.4 1,717.0 1.9 1,749.3 0.3 1,754.3 1.6 1,782.1 1.0 1,799.7 1.0 1,817.4 1.0 1,835.3 1.0 1,853.4 1.0 1,871.6 1.0 1,890.1 1.0 1,908.7

ｎ．衣服・身回品 645.7 -6.6 -6.2 605.9 -5.7 571.5 -7.3 530.0 -6.0 498.3 -6.6 465.6 -6.6 435.0 -6.6 406.4 -6.6 379.7 -6.6 354.8 -6.6 331.5 -6.6 309.7

ｏ．製材・木製品 611.3 -3.9 -3.5 589.7 -3.0 571.8 -4.6 545.3 -3.3 527.1 -3.9 506.4 -3.9 486.4 -3.9 467.3 -3.9 448.9 -3.9 431.2 -3.9 414.3 -3.9 398.0

ｐ．家具 638.3 -3.2 -2.8 620.7 -2.3 606.8 -3.9 583.4 -2.6 568.5 -3.2 550.6 -3.2 533.3 -3.2 516.5 -3.2 500.2 -3.2 484.5 -3.2 469.2 -3.2 454.4

ｑ．印刷 2,954.2 -1.1 -0.7 2,932.6 -0.2 2,925.9 -1.8 2,872.3 -0.5 2,857.1 -1.1 2,824.8 -1.1 2,792.9 -1.1 2,761.4 -1.1 2,730.2 -1.1 2,699.3 -1.1 2,668.8 -1.1 2,638.6

ｒ．皮革・皮革製品 120.4 -5.2 -4.8 114.6 -4.3 109.6 -5.9 103.1 -4.6 98.4 -5.2 93.2 -5.2 88.4 -5.2 83.7 -5.2 79.4 -5.2 75.2 -5.2 71.3 -5.2 67.6

ｓ．ゴム製品 1,137.5 0.9 1.3 1,151.8 1.8 1,172.0 0.2 1,173.8 1.5 1,190.9 0.9 1,201.1 0.9 1,211.3 0.9 1,221.7 0.9 1,232.1 0.9 1,242.7 0.9 1,253.3 0.9 1,264.0

ｔ．その他の製造業 5,357.2 1.3 1.7 5,450.4 2.2 5,572.5 0.6 5,608.2 1.9 5,717.0 1.3 5,793.6 1.3 5,871.2 1.3 5,949.9 1.3 6,029.6 1.3 6,110.4 1.3 6,192.3 1.3 6,275.3

（４）建設業 28,205.1 -1.9 -1.5 27,769.3 -1.0 27,479.1 -2.6 26,752.3 -1.3 26,392.5 -1.9 25,879.2 -1.9 25,375.8 -1.9 24,882.3 -1.9 24,398.3 -1.9 23,923.7 -1.9 23,458.4 -1.9 23,002.2

（５）電気・ガス・水道業 7,612.4 1.3 1.7 7,738.0 2.2 7,904.4 0.6 7,947.8 1.9 8,094.9 1.3 8,196.1 1.3 8,298.5 1.3 8,402.2 1.3 8,507.3 1.3 8,613.6 1.3 8,721.3 1.3 8,830.3

ａ．電気業 3,111.8 -5.0 -4.6 2,969.9 -4.1 2,849.3 -5.7 2,688.1 -4.4 2,570.9 -5.0 2,443.3 -5.0 2,322.1 -5.0 2,207.0 -5.0 2,097.5 -5.0 1,993.5 -5.0 1,894.6 -5.0 1,800.6

ｂ．ガス・水道・熱供給業 4,061.2 -0.9 -0.5 4,039.3 -0.0 4,037.7 -1.6 3,971.4 -0.3 3,957.9 -0.9 3,920.7 -0.9 3,883.9 -0.9 3,847.4 -0.9 3,811.2 -0.9 3,775.4 -0.9 3,739.9 -0.9 3,704.7

（６）卸売・小売業 66,030.7 0.1 0.5 66,374.1 1.0 67,051.1 -0.6 66,662.2 0.7 67,142.1 0.1 67,222.7 0.1 67,303.4 0.1 67,384.1 0.1 67,465.0 0.1 67,546.0 0.1 67,627.0 0.1 67,708.2

ａ．卸売業 36,580.7 -0.4 0.0 36,597.2 0.5 36,796.6 -1.1 36,408.4 0.2 36,497.6 -0.4 36,368.0 -0.4 36,238.9 -0.4 36,110.3 -0.4 35,982.1 -0.4 35,854.4 -0.4 35,727.1 -0.4 35,600.2

ｂ．小売業 29,824.0 1.0 1.4 30,229.6 1.9 30,791.9 0.3 30,871.9 1.6 31,353.5 1.0 31,654.5 1.0 31,958.4 1.0 32,265.2 1.0 32,575.0 1.0 32,887.7 1.0 33,203.4 1.0 33,522.2

（７）金融・保険業 28,704.5 -1.3 -0.9 28,456.2 -0.4 28,352.3 -2.0 27,795.2 -0.7 27,610.4 -1.3 27,261.1 -1.3 26,916.3 -1.3 26,575.8 -1.3 26,239.6 -1.3 25,907.7 -1.3 25,579.9 -1.3 25,256.3

（８）不動産業 59,774.0 1.1 1.5 60,646.7 2.0 61,835.4 0.4 62,058.0 1.7 63,088.1 1.1 63,756.9 1.1 64,432.7 1.1 65,115.7 1.1 65,805.9 1.1 66,503.5 1.1 67,208.4 1.1 67,920.8

ａ．住宅賃貸業 52,247.2 1.3 1.7 53,130.2 2.2 54,293.7 0.6 54,614.1 1.9 55,646.3 1.3 56,364.1 1.3 57,091.2 1.3 57,827.7 1.3 58,573.7 1.3 59,329.3 1.3 60,094.6 1.3 60,869.8

ｂ．その他の不動産業 7,472.9 0.0 0.4 7,503.5 0.9 7,571.8 -0.7 7,519.6 0.6 7,565.4 0.0 7,566.2 0.0 7,567.0 0.0 7,567.7 0.0 7,568.5 0.0 7,569.2 0.0 7,570.0 0.0 7,570.7

（９）運輸業 24,319.0 0.0 0.4 24,424.8 0.9 24,653.2 -0.7 24,489.2 0.6 24,644.7 0.0 24,653.3 0.0 24,662.0 0.0 24,670.6 0.0 24,679.2 0.0 24,687.9 0.0 24,696.5 0.0 24,705.2

（１０）情報通信業 29,957.2 4.2 4.6 31,347.2 5.1 32,958.5 3.5 34,125.2 4.8 35,776.8 4.2 37,293.8 4.2 38,875.0 4.2 40,523.3 4.2 42,241.5 4.2 44,032.6 4.2 45,899.6 4.2 47,845.7

ａ．通信業 13,978.0 5.6 6.0 14,820.9 6.5 15,788.7 4.9 16,567.1 6.2 17,599.2 5.6 18,590.0 5.6 19,636.6 5.6 20,742.2 5.6 21,910.0 5.6 23,143.5 5.6 24,446.5 5.6 25,822.8

ｂ．放送業 1,567.0 2.4 2.8 1,611.3 3.3 1,665.0 1.7 1,693.8 3.0 1,745.1 2.4 1,787.5 2.4 1,831.0 2.4 1,875.5 2.4 1,921.0 2.4 1,967.7 2.4 2,015.5 2.4 2,064.5

ｃ．情報サービス・ 
映像文字情報制作業 14,761.3 3.3 3.7 15,311.9 4.2 15,959.6 2.6 16,379.3 3.9 17,023.0 3.3 17,589.9 3.3 18,175.6 3.3 18,780.9 3.3 19,406.3 3.3 20,052.5 3.3 20,720.3 3.3 21,410.3

（１１）サービス業 95,137.4 1.4 1.8 96,878.4 2.3 99,135.7 0.7 99,859.4 2.0 101,886.5 1.4 103,343.5 1.4 104,821.3 1.4 106,320.3 1.4 107,840.6 1.4 109,382.8 1.4 110,946.9 1.4 112,533.5

ａ．公共サービス 28,921.3 2.5 2.9 29,747.0 3.4 30,745.0 1.8 31,284.6 3.1 32,240.3 2.5 33,031.8 2.5 33,842.8 2.5 34,673.6 2.5 35,524.8 2.5 36,397.0 2.5 37,290.5 2.5 38,206.0

ｂ．対事業所サービス 35,739.0 3.0 3.4 36,964.8 3.9 38,417.6 2.3 39,312.7 3.6 40,739.7 3.0 41,974.2 3.0 43,246.0 3.0 44,556.3 3.0 45,906.4 3.0 47,297.4 3.0 48,730.5 3.0 50,207.0

ｃ．対個人サービス 30,394.9 -0.7 -0.3 30,293.1 0.2 30,343.1 -1.4 29,907.6 -0.1 29,867.3 -0.7 29,647.7 -0.7 29,429.8 -0.7 29,213.5 -0.7 28,998.8 -0.7 28,785.7 -0.7 28,574.1 -0.7 28,364.1

政府サービス生産者 45,622.3 0.7 1.1 46,128.7 1.6 46,871.4 0.0 46,876.1 1.3 47,490.1 0.7 47,827.3 0.7 48,166.9 0.7 48,508.9 0.7 48,853.3 0.7 49,200.2 0.7 49,549.5 0.7 49,901.3

（１）電気・ガス・水道業 2,696.2 1.2 1.6 2,739.9 2.1 2,798.0 0.5 2,812.5 1.8 2,863.7 1.2 2,898.6 1.2 2,934.0 1.2 2,969.8 1.2 3,006.0 1.2 3,042.7 1.2 3,079.8 1.2 3,117.4

（２）サービス業 12,166.0 0.1 0.5 12,227.4 1.0 12,350.3 -0.6 12,276.8 0.7 12,363.4 0.1 12,376.4 0.1 12,389.4 0.1 12,402.4 0.1 12,415.4 0.1 12,428.4 0.1 12,441.5 0.1 12,454.5

（３）公務 30,779.5 0.9 1.3 31,191.9 1.8 31,765.9 0.2 31,842.1 1.5 32,332.5 0.9 32,636.4 0.9 32,943.2 0.9 33,252.9 0.9 33,565.4 0.9 33,880.9 0.9 34,199.4 0.9 34,520.9

対家計民間非営利 
サービス生産者 12,056.6 2.0 2.4 12,350.8 2.9 12,713.9 1.3 12,884.3 2.6 13,224.4 2.0 13,494.2 2.0 13,769.5 2.0 14,050.4 2.0 14,337.0 2.0 14,629.5 2.0 14,927.9 2.0 15,232.4

（１）教育 5,587.9 1.4 1.8 5,689.6 2.3 5,821.6 0.7 5,863.5 2.0 5,982.0 1.4 6,066.9 1.4 6,153.1 1.4 6,240.4 1.4 6,329.0 1.4 6,418.9 1.4 6,510.1 1.4 6,602.5

（２）その他 6,471.8 2.7 3.1 6,674.0 3.6 6,916.0 2.0 7,056.0 3.3 7,290.6 2.7 7,489.3 2.7 7,693.4 2.7 7,903.0 2.7 8,118.4 2.7 8,339.6 2.7 8,566.9 2.7 8,800.3

小計 515,806.7 0.8 1.2 521,893.2 1.7 530,661.0 0.1 531,085.6 1.4 538,414.5 0.8 542,614.2 0.8 546,846.6 0.8 551,112.0 0.8 555,410.6 0.8 559,742.8 0.8 564,108.8 0.8 568,508.9

単位：増加率（％）、実質GDP（10億円）
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・人事・組織
コンサルティング/リサーチ

・タレント マネジメントシステム
・教育 / 研修
・保育 / 託児
・障がい者採用
・ベンチャーキャピタル

・中途採用（人材紹介）
・人材派遣
・アウトソーシング
・人事 / 労務 コンサルティング
・研修
サービス展開エリア：
アジアパシフィック各国（※）

・中途採用
・新卒採用
・アルバイト/パート採用
（an/LINE バイト）
・再就職支援
・官公庁事業受託
・顧問紹介

・自動車開発
・航空宇宙/産業用 機器開発
・映像 / 音響 / 情報関連 
機器開発

・電気 / 電子機器開発　

・システムソリューション
・コンサルティング
（IT/ 業務 / 組織開発等）
・セールスマーケティング
・ICT アウトソーシング

・事務 /IT/ 機電エンジニア
・研究 / 臨床開発
・販売 / 軽作業
・事務アウトソーシング
・コールセンター

パナソニックエクセルスタッフ
ピーアンドピー
インテリジェンス （IT/機電派遣）
テンプスタッフ・テクノロジー
計 33 社

 IBS Global Bridge

インテリジェンスビジネス ソ
リューションズベトナム

DRD
AVCテクノロジー  
AVCマルチメディアソフト

テンプスタッフ キャリアコン
サルティング
AUBE

ベネッセ　i-キャリア

Kelly Sta�ng APAC
Capita
First Alliances 

パーソル総合研究所
テンプスタッフラーニング
フロンティアチャレンジ
Temp Innovation Fund

雇用･労働に関わる課題が複雑化・多様化する中、

グループビジョン「人と組織の成長創造インフラへ」の実現に向けて

総合人材サービスとして幅広い事業で向き合ってまいります。

派遣・BPO
セグメント

ITO
セグメント

エンジニアリング
セグメント

リクルーティング
セグメント

海外事業 コンサルティング･リサーチ/
研修 / その他事業

2016年7月1日、私たちはパーソルグループとして、新たな一歩を踏み出しました。

インテリジェンスHITO総合研究所も、11月1日より「パーソル総合研究所」と社名を新たにし、パーソルグループの総合研究機関として、「人と組織の成長創造」に向けた調査・研究、

コンサルティングサービス、人事関連サービスの提供を通して、企業の持続的な成長をサポートしてまいります。

※）中国、香港、韓国、台湾、シンガポール、ベトナム、インドネシア、マレーシア、アメリカ、タイ、インド、ニュージーランド、オーストラリア

企業例 企業例 企業例 企業例 企業例 企業例

サービス例 サービス例 サービス例 サービス例 サービス例 サービス例

TS Kelly Asia Paci�c

DATA 今回の推計方法

■2025年の「地域別の労働力需給ギャップ」
の推計

年齢階級
人　口

総　数 男 女

15 ～ 19歳 5,251 2,685 2,567 

20 ～ 24歳 5,664 2,892 2,772 

25 ～ 29歳 6,094 3,117 2,977 

30 ～ 34歳 6,210 3,192 3,017 

35 ～ 39歳 6,510 3,326 3,184 

40 ～ 44歳 7,270 3,691 3,579 

45 ～ 49歳 8,223 4,160 4,063 

50 ～ 54歳 9,563 4,818 4,745 

55 ～ 59歳 8,443 4,209 4,235 

60 ～ 64歳 7,618 3,745 3,873 

65歳以上 36,573 15,709 20,864 

計 107,418 51,544 55,874 

■2025年の「将来推計人口」
単位（千人）

■「年齢階層別就業者数」の推計 単位（千人）

※2015の数字は国立社会保障・人口問題研究所の予測数値（平成24年1月推計）

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65歳以上
男女計

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性

2015年 383 388 2,055 1,940 2,997 2,460 3,455 2,454 3,938 2,817 4,600 3,446 4,063 3,207 3,659 2,903 3,356 2,494 3,135 2,041 4,058 2,297 62,147 

2020年 325 335 1,963 1,924 2,866 2,334 3,074 2,260 3,457 2,515 3,888 2,906 4,520 3,556 3,939 3,173 3,474 2,641 2,741 1,828 4,146 2,374 60,241 

2025年 368 377 1,823 1,790 2,735 2,300 2,858 2,172 3,013 2,265 3,321 2,535 3,736 2,997 4,282 3,532 3,674 2,910 2,860 1,997 4,466 3,043 59,052 

■「産業別就業者数」と「需給ギャップ」の推計
単位（万人）

単位（千人）単位（万人）

2015年 2020年 2025年

需要 供給 供給-需要 需要 供給 供給-需要 需要 供給 供給-需要

ベースラインかつ 
生産性トレンド 

ケース

トレンドに 
沿うパターン

ベースラインかつ 
生産性トレンド 

ケース

ベースラインかつ 
生産性トレンド 

ケース

トレンドに 
沿うパターン

ベースラインかつ 
生産性トレンド 

ケース

産業

農林水産業・鉱業 247 241 -6 248 219 -29 248 191 -57 

製造業 955 954 -1 892 891 -1 827 847 19 

建設業 509 464 -44 476 428 -47 441 402 -39 

電気・ガス・水道業 50 52 2 52 51 -1 53 51 -2 

卸売・小売業 1,139 1,047 -92 1,156 1,004 -152 1,164 976 -188 

金融・保険・不動産業 260 230 -30 254 221 -33 247 215 -31 

運輸業 341 311 -31 348 305 -43 352 303 -49 

情報通信・サービス業 2,247 2,133 -115 2,432 2,121 -311 2,611 2,129 -482 

政府サービス等 551 779 228 548 780 232 542 787 246 

小計 6,299 6,211 -88 6,406 6,020 -385 6,484 5,901 -583 

需要 供給 供給-需要 地域別（供給-需要）

北海道 217 225 8 8 北海道

青森県 65 54 -11

-75 東北

岩手県 67 53 -14

宮城県 111 108 -2

秋田県 50 40 -10

山形県 64 46 -18

福島県 102 83 -19

茨城県 160 137 -24

-56
関東 

（首都圏以
外）

栃木県 107 93 -14

群馬県 110 92 -18

埼玉県 312 356 44

25 首都圏
千葉県 258 299 41

東京都 847 709 -138

神奈川県 387 464 77

新潟県 119 103 -16

-56 甲信越山梨県 49 38 -11

長野県 122 93 -29

富山県 55 48 -7

-19 北陸石川県 61 54 -7

福井県 41 36 -5

岐阜県 103 93 -10

-231 東海
静岡県 223 170 -53

愛知県 504 377 -128

三重県 125 85 -40

滋賀県 79 66 -12

1 近畿 
（関西）

京都府 127 117 -10

大阪府 400 405 5

兵庫県 235 248 14

奈良県 45 58 13

和歌山県 46 39 -8

鳥取県 27 23 -3

-58 中国

島根県 35 28 -8

岡山県 97 86 -12

広島県 150 128 -23

山口県 71 58 -13

徳島県 42 31 -11

-28 四国
香川県 49 41 -8

愛媛県 66 57 -9

高知県 29 30 1

福岡県 252 231 -22

-94 九州

佐賀県 41 36 -5

長崎県 71 56 -15

熊本県 92 76 -16

大分県 61 50 -11

宮崎県 59 46 -13

鹿児島県 81 68 -12

沖縄県 69 68 -0

合計 6,484 5,901 -583 -583 -

■就業率が向上した場合の「女性／シニアの就業者数」の推計

《 a. 過去トレンドが続いた場合の推計》

《 b. 30～64歳女性と、65歳～69歳男女の就業率が向上した場合》

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70歳以上

男

人口 2,685 2,892 3,117 3,192 3,326 3,691 4,160 4,818 4,209 3,745 3,407 12,302

就業率 13.7% 63.0% 87.7% 89.5% 90.6% 90.0% 89.8% 88.9% 87.3% 76.4% 55.6% 20.9%

就業者数 368 1,823 2,735 2,858 3,013 3,321 3,736 4,282 3,674 2,860 1,894 2,572

労働力率 14.2% 65.3% 90.8% 92.7% 93.8% 93.2% 93.0% 92.0% 90.4% 79.1% 57.6% 21.6%

女

人口 2,567 2,772 2,977 3,017 3,184 3,579 4,063 4,745 4,235 3,873 3,665 17,199

就業率 14.7% 64.6% 77.3% 72.0% 71.1% 70.8% 73.8% 74.4% 68.7% 51.6% 38.1% 9.6%

就業者数 377 1,790 2,300 2,172 2,265 2,535 2,997 3,532 2,910 1,997 1,396 1,647

労働力率 15.2% 66.8% 80.0% 74.5% 73.6% 73.3% 76.4% 77.1% 71.1% 53.4% 39.4% 9.9%

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70歳以上

男

就業率 13.7% 63.0% 87.7% 89.5% 90.6% 90.0% 89.8% 88.9% 87.3% 76.4% 55.6% 20.9%

就業者数 368 1,823 2,735 2,858 3,013 3,321 3,736 4,282 3,674 2,860 2,603 2,572

労働力率 14.2% 65.3% 90.8% 92.7% 93.8% 93.2% 93.0% 92.0% 90.4% 79.1% 79.1% 21.6%

aと比較したときの
就業者の増減 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 709 0 

女

就業率 14.7% 64.6% 77.3% 84.8% 86.3% 88.3% 87.5% 83.7% 80.8% 64.3% 38.1% 9.6%

就業者数 377 1,790 2,300 2,559 2,747 3,160 3,556 3,969 3,420 2,492 2,358 1,647

労働力率 12.6% 67.5% 81.4% 87.8% 89.3% 91.4% 90.6% 86.6% 83.6% 66.6% 66.6% 9.9%

aと比較したときの
就業者の増減 0 0 0 387 482 625 559 437 510 495 962 0

女性の労働参加349.5万人 シニアの労働参加167.1万人
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・人事・組織
コンサルティング/リサーチ

・タレント マネジメントシステム
・教育 / 研修
・保育 / 託児
・障がい者採用
・ベンチャーキャピタル

・中途採用（人材紹介）
・人材派遣
・アウトソーシング
・人事 / 労務 コンサルティング
・研修
サービス展開エリア：
アジアパシフィック各国（※）

・中途採用
・新卒採用
・アルバイト/パート採用
（an/LINE バイト）
・再就職支援
・官公庁事業受託
・顧問紹介

・自動車開発
・航空宇宙/産業用 機器開発
・映像 / 音響 / 情報関連 
機器開発

・電気 / 電子機器開発　

・システムソリューション
・コンサルティング
（IT/ 業務 / 組織開発等）
・セールスマーケティング
・ICT アウトソーシング

・事務 /IT/ 機電エンジニア
・研究 / 臨床開発
・販売 / 軽作業
・事務アウトソーシング
・コールセンター

パナソニックエクセルスタッフ
ピーアンドピー
インテリジェンス （IT/機電派遣）
テンプスタッフ・テクノロジー
計 33 社

 IBS Global Bridge

インテリジェンスビジネス ソ
リューションズベトナム

DRD
AVCテクノロジー  
AVCマルチメディアソフト

テンプスタッフ キャリアコン
サルティング
AUBE

ベネッセ　i-キャリア

Kelly Sta�ng APAC
Capita
First Alliances 

パーソル総合研究所
テンプスタッフラーニング
フロンティアチャレンジ
Temp Innovation Fund

雇用･労働に関わる課題が複雑化・多様化する中、

グループビジョン「人と組織の成長創造インフラへ」の実現に向けて

総合人材サービスとして幅広い事業で向き合ってまいります。

派遣・BPO
セグメント

ITO
セグメント

エンジニアリング
セグメント

リクルーティング
セグメント

海外事業 コンサルティング･リサーチ/
研修 / その他事業

2016年7月1日、私たちはパーソルグループとして、新たな一歩を踏み出しました。

インテリジェンスHITO総合研究所も、11月1日より「パーソル総合研究所」と社名を新たにし、パーソルグループの総合研究機関として、「人と組織の成長創造」に向けた調査・研究、

コンサルティングサービス、人事関連サービスの提供を通して、企業の持続的な成長をサポートしてまいります。

※）中国、香港、韓国、台湾、シンガポール、ベトナム、インドネシア、マレーシア、アメリカ、タイ、インド、ニュージーランド、オーストラリア
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